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第1章 総則 
 

第 111 条 提出書類 

 

３．受注者は、契約時又は変更時において、請負金額が 100 万円以上の業務につい

て、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了時に業務実績

情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、受注時は契約後、土曜日、日

曜日、祝日等を除き 10 日以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、土曜

日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内に、完了時は業務完了後、土曜日、日曜日、祝

日等を除き 10 日以内に、書面により監督職員の確認を受けたうえで、登録機関に登

録申請しなければならない。 

  また、受注者は、契約時において、予定価格が 1,000 万円を超える競争入札によ

り調達される建設コンサルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札し

た場合、業務実績情報システム（テクリス） に業務実績情報を登録する際は、業務

名称の先頭に「【低】」を追記した上で「登録のための確認のお願い」を作成し、

監督職員の確認を受けること。 

      例：【低】○○○○業務 

  また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロードし、

直ちに監督職員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、土曜

日、日曜日、祝日等を除き 10 日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できるも

のとする。 

 

第1章 総則 
 

第 111 条 提出書類 

 

３．受注者は、契約時又は変更時において、請負金額が 100 万円以上の業務につい

て、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了時に業務実績

情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、受注時は契約後、土曜日、日

曜日、祝日、年末年始の閉庁日（以下、「閉庁日」という。）を除き 10 日以内に、

登録内容の変更時は変更があった日から、閉庁日を除き 10 日以内に、完了時は業務

完了後、閉庁日を除き 10 日以内に、書面により監督職員の確認を受けたうえで、登

録機関に登録申請しなければならない。 

  また、受注者は、契約時において、予定価格が 1,000 万円を超える競争入札によ

り調達される建設コンサルタント業務において調査基準価格を下回る金額で落札し

た場合、業務実績情報システム（テクリス） に業務実績情報を登録する際は、業務

名称の先頭に「【低】」を追記した上で「登録のための確認のお願い」を作成し、

監督職員の確認を受けること。 

      例：【低】○○○○業務 

  また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロードし、

直ちに監督職員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、閉庁日

を除き 10 日間に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の統一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 131 条 守秘義務 

 

５．取り扱う情報は、当該業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、

発注者の許可なく複製しないこと。 

 

 

６．受注者は、当該業務完了時に、発注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行

うこと。 

 

 

第 131 条 守秘義務 

 

５．取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するととも

に、当該業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可な

く複製・転送等しないこと。 

 

６．受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）

について、発注者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

 

 

 

守秘義務の遵守にあたり、取

り扱う情報の具体な管理手段

を追加 
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第 136 条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

 

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合

で、官公庁の休日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって

監督職員に提出しなければならない。 

 

 

第 136 条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

 

２．受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合

で、閉庁日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって監督職

員に提出しなければならない。 

 

 

 

用語の統一 

 

 

 

 

第１38 条 行政情報流出防止対策の強化 

 

２．受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなけ

ればならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取り扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者

の指示する事項を遵守するものとする。 

 （行政情報の目的外使用の禁止） 

   受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務

の目的以外に使用してはならない。 

（社員等に対する指導） 

  １）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱

託及び派遣労働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以

下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底

を図るものとする。 

  ２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させる

ものとする。 

  ３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再

委託先業者に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認を行

うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許

可を得て複製した行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完

了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速やか

に直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成

した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

   １）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管

理責任者」という。）を選任及び配置するものとする。 

   ２）受注者は次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならな

 

第 138 条 行政情報流出防止対策の強化 

 

２．受注者は、以下の業務における行政情報流出防止対策の基本的事項を遵守しなけ

ればならない。 

（関係法令等の遵守） 

行政情報の取り扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者

の指示する事項を遵守するものとする。 

 （行政情報の目的外使用の禁止） 

   受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務

の目的以外に使用してはならない。 

 （社員等に対する指導） 

   １）受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱

託及び派遣労働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以

下「社員等」という。）に対し行政情報の流出防止対策について、周知徹底

を図るものとする。 

２）受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させる

ものとする。 

３）受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再

委託先業者に対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する指導・確

認を行うこと。 

（契約終了時等における行政情報の返却） 

   受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許

可を得て複製した行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完

了後又は本業務の実施途中において発注者から返還を求められた場合、速やか

に直接発注者に返却するものとする。本業務の実施において付加、変更、作成

した行政情報についても同様とする。 

（電子情報の管理体制の確保） 

   １）受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管

理責任者」という。）を選任及び配置するものとする。 

   ２）受注者は次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政情報流出防止対策は、社

員に限らず、再委託先業者も

含め、遵守すべき事項である

ため、受注者の社員に対する

指導と同様に、再委託先業者

等に対しても、指導が必要。 

 



測量業務共通仕様書 新旧対照表 
 

3 / 3 

（旧）平成 24 年度版 （新）平成 26 年度版 改定理由 

い。 

    イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ

対策 

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

    ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取り扱いに関するセキュリティの確保) 

受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をして

はならない。 

    イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

    ロ  セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

    ハ  セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

    ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

    ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

（事故の発生時の措置） 

１）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由に

より情報流出事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとす

る。 

２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補

完措置をとり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。 

 

 

い。 

    イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ

対策 

    ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策 

    ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策 

（電子情報の取り扱いに関するセキュリティの確保) 

    受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をし

てはならない。 

    イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用 

    ロ  セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用 

    ハ  セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存 

    ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送 

    ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送 

 （事故の発生時の措置） 

  １）受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由に

より情報流出事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとす

る。 

２）この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補

完措置をとり、事故の再発防止の措置を講ずるものとする。 

 

（なし） 

 

第 139 条 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

 

１．受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するこ

と。 

また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協

力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。 

 

２．１．により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を

記載した書面により発注者に報告すること。 

 

３．１．及び２．の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じるこ

とがある。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害

が生じた場合は、発注者と協議しなければならない。 

 

 

「あらゆる契約からの暴力団

排除の推進について」（平成

24 年 3 月 19 日付け国官会

第 3166 号、国地契第 89 号、

国港総第 704 号、国北予第

34 号）に基づき、暴力団員等

による不当介入を受けた場合

の措置を追記 

 

 


